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平成２５年度一般会計・特別会計・企業会計決算の概要 
 

一般会計 
 

１ 決算規模 
 

 
 歳入総額  ３１６億１，３９４万円 （前年度比１１.１％） 

前年度 ２８４億４,９９４万円 
 歳出総額  ２９１億８，６２１万円 （前年度比１２.５％） 

前年度 ２５９億４,９６８万円 
＊表示単位未満四捨五入        

 
歳入総額は３１６億１，３９４万円で、前年度に比べ３１億６，４００万円、１１.１％の

増加となりました。 
歳出総額は２９１億８，６２１万円で、前年度に比べ３２億３，６５３万円、１２.５％の

増加となりました。 
この結果、繰越事業に充当される財源１億１，４０１万円を除く実質収支額は２３億１，３

７１万円となりました。 
〔単位：千円、％〕 

区 分 ２５年度 ２４年度 増減額 増減率 ２３年度  

歳入総額 ３１,６１３,９３８ ２８,４４９,９４０ ３,１６３,９９８ １１.１ ２８,８７７,７８６

歳出総額 ２９,１８６,２１４ ２５,９４９,６７６ ３,２３６,５３８ １２.５ ２６,３１６,２５８

歳入歳出差引 ２,４２７,７２４ ２,５００,２６４ △７２,５４０ △２.９ ２,５６１,５２８

翌年度へ繰り越すべ

き財源 
１１４,０１１ ３０２,９７６ △１８８,９６５ △６２.４ ６３,５０６

実質収支額 ２,３１３,７１３ ２,１９７,２８８ １１６,４２５ ５.３ ２,４９８,０２２

 

２ 歳入決算の特徴  

 
（１）市税 

歳入の大半を占める市税は、１３８億５千５百万円、前年度と比較して５千８百万円、

０．４％の増加となりました。 
増加の主なものは、個人市民税で、前年度に比べ２億４千４百万円、７.０％の増加と

なりました。 
（２）株式等譲渡所得割交付金 

株式等譲渡所得割交付金は株式売買高の増加等により９千２百万円、前年度と比較して

８千７百万円、１,４７８.０％の大幅増加となりました。 

（３）地方交付税 

地方交付税は、３７億５千３百万円で、算入される公債費（元利償還金）の減少などに

より、普通交付税において５千８百万円、１.７％の減少となりました。 

（４）国庫支出金 

国庫支出金は、３９億６百万円で、国の緊急経済対策に伴う建設事業に対する補助金や

地域の元気臨時交付金等の増により、前年度に比べ１９億６千５百万円、１０１.２％の

大幅な増加となりました。 

（５）県支出金 

県支出金は、１３億４千９百万円で、前年度に比べ８千３百万円、６.６％の増加と

なりましたが、これは介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業費補助金１億４千６百万円



2 
 

の増が主な要因となっています。 

（６）財産収入 

   財産収入は、１億５千万円で、前年度に比べ１千３百万円、７．８％の減少となりまし

た。これは、土地開発基金運用益収入の減少が主な要因となっています。 

（７）繰入金 

   繰入金は、国庫補助金の増額等により建設事業に活用できる特定財源を確保できたこと

もあり、財政調整基金からの繰り入れを前年度比５億２千９百万円減額しました。 

（８）市債 

市債は、田原駅周辺整備事業や給食センター施設整備事業等の大型事業の財源に充当す

るため、一時的に多くの市債を発行することとなりました。２５年度の発行額は、総額で

３１億２千８百万円、前年度比１４億５百万円、８１．５％の増加となりました。また、

臨時財政対策債についても、前年度比１億３百万円増の発行となりました。 
 
３ 歳出決算の特徴（主な事業）                               決算額  

（対前年度伸び率） 

（１）議会費 

議会運営（議員報酬など） ２億１千５百万円

 （2.8％増）

（２）総務費 

市制施行１０周年関係 
 
財政調整基金等積立事務（地域の元気臨時交付金など） 

５百万円

（皆増）

４億５千６百万円

（2,333.9%増）

（３）民生費 

障害福祉サービス（障害介護給付費など） ７億２千２百万円

（7.3%増）

介護保険地域密着型サービス施設整備支援 ２億２千５百万円

（皆増）

（４）衛生費 

公的病院高度医療機器整備支援 ４千万円

（59.8%減）

母子感染症予防（予防接種など） １億２千３百万円

(22.6%減)
（５）労働費 

雇用推進（緊急雇用創出など） ２千５百万円

（5.0%減）

（６）農林水産業費 

農業経営活性化（地域ブランド戦略策定など） ２千６百万円

（64.5%減）

ため池等整備促進（防災ダム事業など） １千万円

（562.2%増）

農村振興総合整備（大久保地区、大草・高松地区、東部地区) ６千６百万円

（5.2%増）

（７）商工費 

立地誘導・活動支援（企業立地奨励金） ８億４千８百万円

（45.5％減）

中小企業活性化支援（６次産業化支援など） １億４百万円

（3.6％減）

観光施設整備（蔵王山展望台改修など） ６千２百万円

（179.6％増）
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（８）土木費 

 道路整備（道路改良・交通安全施設整備など） ６億２千５百万円

（75.5%増）

田原駅周辺整備 １４億３千５百万円

（235.0%増）

浦片地区土地区画整理関連 ４億６百万円

（196.4％増）

（９）消防費 

消防車両整備（消防署・消防団） ８千万円

（164.9%増）

水防施設整備（水防倉庫増築・移動型排水ポンプ配備） ３千４百万円

（皆増）

防災情報通信施設設備等整備 ２億９千７百万円

（225.9%増）

（１０）教育費 

教育サポートセンター（教育相談員など） 
 

２千３百万円

（15.0%減）

市民館運営（施設改修など） ３千３百万円

（238.4%増）

 給食センター施設整備 １７億４千１百万円

（7,810.4%増）

 
特別会計 

 
給食センター給食費、国民健康保険、公共下水道事業、農業集落排水事業、田原福祉専門学校、

介護保険、中心市街地商業等活性化事業及び後期高齢者医療の８特別会計の決算総額は次のとお

りです。 
歳入決算額は１６５億８,７３３万円で、前年度に比べ１４億４,４６４万円の増加となりまし

た。歳出決算額は１５９億７,２２９万円で、前年度に比べ１２億２,５６４万円の増加となりま

した。 
（単位：千円、％） 

会 計 

決   算   額 

歳  入 歳  出 

２５年度 ２４年度 増減率 ２５年度 ２４年度 増減率

給食センター給食費 265,942 277,571 △4.2 265,324 276,665 △4.1

国民健康保険 7,952,221 7,684,022 3.5 7,538,155 7,477,488 0.8

公共下水道事業  1,734,747 1,460,276 18.8 1,642,759 1,407,218 16.7

農業集落排水事業 1,773,047 1,009,844 75.6 1,725,765 976,737 76.7

田原福祉専門学校 119,844 109,570 9.4 119,795 109,567 9.3

介護保険 4,079,116 3,969,189 2.8 4,020,129 3,868,653 3.9

中心市街地商業等活

性化事業 
25,942 24,389 6.4 25,942 24,389 6.4

後期高齢者医療 636,472 607,833 4.7 634,414 605,933 4.7

計 16,587,331 15,142,694 9.5 15,972,283 14,746,650 8.3
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一般会計及び特別会計の決算規模（水道事業会計を除く） 
 

  歳入総額  ４８２億１２７万円（前年度比１０.６％） 
          ２４年度決算歳入総額 ４３５億９,２６３万円 

           

  歳出総額  ４５１億５,８５０万円（前年度比１1.０％） 
          ２４年度決算歳出総額 ４０６億９,６３３万円 

 
企業会計 
 
 水道事業会計 

                消費税等込み（単位：千円、％） 

区分 ２５年度 ２４年度 増減額 増減率 

収益的収入 1,256,109 1,276,894 △20,785 △1.6

収益的支出 1,217,611 1,131,430 86,181 7.6

差引 38,498 145,464 △106,966 △73.5

資本的収入 92,445 141,448 △49,003 △34.6

資本的支出 539,727 518,111 21,616 4.2

差引 △447,282 △376,663 △70,619 18.7

 

 

健全化判断比率及び資金不足比率 

 
  （単位：％） 

区分 ２５年度 ２４年度 早期健全化基準（注） 財政再生基準

実質赤字比率 ― ― １２．５９ ２０．００

連結実質赤字比率 ― ― １７．５９ ３０．００

実質公債費比率 ７．７ ７．４ ２５．０ ３５．０

将来負担比率 １７．３ ６．３ ３５０．０  

資金不足比率 ― ― ２０．００  
（注）資金不足比率については、「経営健全化基準」となります。 
 
実質赤字比率及び連結実質赤字比率の「―」表示は、実質赤字及び連結実質赤字がな

いことを表します。 
資金不足比率の「―」表示は、資金不足が生じていないことを表します。 
他の数値はいずれも早期健全化基準等を下回るため健全な状況であるといえます。 


